
移民政策 （ＴＢＳラジオ 「日本全国８時です」 ２０１４．６．２６） 

 

 昨日のサッカーのワールドカップの日本対コロンビア戦の敗戦で、日本チームはブ

ラジルと縁が切れてしまいましたが、日本社会はブラジルとは緊密な関係にあるし、

日本人にとって親近感も強い国です。 

 それはブラジルには大規模な日系人社会があるとともに、日本にも日系ブラジル人

社会があるからです。 

 海外に生活する日系人は２世、３世、４世などを含めて約３００万人ですが、その

５０％の１５０万人がブラジルに生活し、２５％の７６万人がアメリカ本土、８％の

２４万人がハワイ、３％の８万人がペルーというように、圧倒的にブラジルの日系人

社会が大きく、一方、日本にある日系ブラジル人社会も１８万人という規模になって

いる影響です。 

 

 その原因はご存知の方が多いと思いますが、奴隷制度を廃止したために農業労働者

の不足に直面したブラジル政府から移民の要請があったため、１００年以上前の明治

４１（１９０８）年に、笠戸丸という汽船で７８１人の日本人が移民したことが契機

です。 

 それ以後、戦前に１８万８０００人、戦後に６万人の合計約２５万人がブラジルに

移民し、大変な苦労をしながら現在では６世まで誕生し、１５０万人という日系社会

を形成するようになったのです。 

 人数ではブラジルの人口１億９８００万人の０・８％でしかありませんが、サンパ

ウロ大学の合格者の１４％が日系人であり、弁護士、医師、大学教授、国会議員など

が多く、ブラジルでは存在感のある集団になっています。 

 僕も３０年程前ですが、ブラジルのいくつかの都市に講演に行ったことがあります

が、どこでも地域の日系人社会にお世話になり、ブラジルに勢力が浸透していること

を実感しました。 

 

 これは日本から外国への移民ですが、最近、外国から日本への移民が話題になりは

じめています。 

 ２００８年に日本経済団体連合会が発表した「人口減少に対応した経済社会のあり

方」という報告書では、日本の人口が減少していくことへの対策として「国際的な人

材獲得競争と日本型移民政策の検討」が提案され、国連の発表した報告書にある２０

３０年までに１８００万人の移民が必要という内容を引用しています。 

 最近も安倍首相を議長とする「産業競争力会議」が人口維持のために移民の検討を

議論しており、公表された数字ではありませんが、２０５０年までに１０００万人の

受入を計画しているようです。 

 

 確かに減少する人口の歯止めのためには移民は効果があり、その実例がスウェーデ



ンです。 

 スウェーデンの人口は１９８０年には８３２万人でしたが、９０年には８５９万人、

２０００年には８８８万人、２０１０年には９４２万人と、３０年間で１３％、１１

０万人も増えています。 

 これは主に２つの原因で、１つは正式の結婚をせずに同棲であっても法律では対等

に扱われ、子供も差別されることがないので出生率が増大し、１９８０年には１・６

８であった合計特殊出生率が９０年には２・１７まで増大し、その後下がったものの

１・９前後を維持しているという要因です。 

 ちなみに婚外子の比率は２００８年で５５％にもなり、日本の２・１％とは桁違い

です。 

 もう一つの理由が２００８年に外国人法を改正し、移民を緩和したことで、２００

０年代の移民は１万人以下で全人口に対する比率は１１％程度でしたが、法律改正に

よって３万５０００人程度に増加し、比率も２００８年には１４％、２０１１年には

１５％に増加しています。 

 

 これはヨーロッパ諸国に共通する傾向で、スペインは２０００年の４・９％から１

１年には１４・６％、ノルウェイは６・８％から１２・４％、イギリスは７・６％か

ら１２％という具合に移民の比率が増大しています。 

 それ以外にも移民の比率の高い国は、スイスが２７・３％、オーストラリアが２６・

７％、ニュージーランドが２３・６％、カナダが２０・１％など、日本の１・１％と

は桁違いです。 

 

 ここまでだけであれば、産業競争力会議が考えるように、日本も移民を増やして人

口を増大させればいいのではないかということになりますが、問題が発生しています。 

 昨年５月、スウェーデンの首都ストックホルムの移民が８５％を占める地区で大規

模な暴動が発生し、スウェーデン第三の都市マルメではイスラム系移民が急増してス

ウェーデン人が少数派となって、スウェーデン語が第一言語ではない小中学校が実現

するほどになっています。 

 そのようなことを反映し、デンマークでは２００２年から外国人の居住を厳しく制

限する方向に移民政策を転換しています。 

 またフランスは戦後の経済成長期には労働力不足を補うために旧植民地のアルジ

ェリアなどから大量の移民を受入れてきましたが、オイルショック以後の７６年には

帰国奨励政策を開始し、出身国に帰国する移民には約２０万円の奨励金を支払うまで

に方向転換しました。 

 しかし、それほど効果はなく、フランスの移民人口は１２％にも達し、様々な問題

を抱え、今年５月のヨーロッパ議会の選挙のときのフランス国内での投票では、移民

反対を党是とする極右政党「国民戦線」がもっとも多数の票を集めています。  

 



 これらの歴史で分かることは、日本経済団体連合会や産業競争力会議が目指してい

るように、労働力が不足して経済成長が低下するから人口を増やす、現在のままでは

人口が増加しないから移民を導入するという、経済至上主義の移民政策の多くは破綻

していることです。 

 移民の比率が高いスイス、オーストリア、ベルギーなどヨーロッパの国々はもとも

と多民族・多言語国家ですし、アメリカ、オーストラリア、ニュージーランド、カナ

ダなどは、この１００年から２００年の最近に、先住民族の生活していた地域にヨー

ロッパ諸国から浸食していった国で、日本とは国家の成立過程も文化背景も相違した

国々です。 

 

 現状では２０５０年に９７００万人と推計される日本に現在の東北六県の人口以

上の１０００万人の外国人が生活し、日本人の人口は減少し、移民してきた外国人が

増えて行く将来を想定したとき、目先の経済目的だけで移民を推進する政策が適切か

どうかは真剣に検討すべきだと思います。 


